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［各国にみる社会保障施策の概要と最近の動向（フランス）］

フランス

1 社会保障制度の概要  
フランスの社会保障制度は、大きく社会保険制度

（assurance sociale）と社会扶助制度（aide sociale）に

分けられる。

社会保険制度は、保険料によってまかなわれる制度

であり、疾病保険（assurance maladie）（医療）、老齢保

険（assurance vieillesse）（年金）、家族手当等に分か

れている。また、職域に応じて多数に分立し複雑な制

度となっているが、その中で加入者数が多く代表的な

ものが、民間の給与所得者を対象とする一般制度であ

る（表2-98）。制度の分立に伴う各制度間の人口構成

上の不均衡を是正するため、1975年以来、疾病保険、

老齢保険及び家族手当について全制度を通じた財政

調整が実施されている。社会保険については、戦後、制

度の一般化という形で適用の拡大が図られてきた。

他方、社会扶助制度は、社会保険制度の給付を受け

ない障害者、高齢者、児童などの救済を目的とする補

足的な制度であり、医療扶助、高齢者扶助、障害者扶

助、家族･児童扶助などにより構成されている。社会扶

助は租税を財源としているため、給付を受けるには所

得が一定額以下であることが条件となる。

なお、社会保険制度は保険料で運営するのが原則

であり、保険料負担は労使で分担するが、使用者負担

の割合が非常に大きい（表2-99）。以前は国庫負担は

赤字補てんに限定されていたが、1991年から導入さ

れた一般社会拠出金（CSG）をきっかけに社会保障の

国庫負担が増大した。CSG は、当初、最低社会復帰扶助

（RMI）（4（2）参照）をはじめとする福祉支出を目的と

して創設されたが、その後給与所得のみならず資産所

得を賦課対象とするようになった。その拠出率は1991

年の1.1％から1998年には7.5％に上昇し、2005年1

月1日現在で給与所得の7.5％、資産所得の8.2％、年

金の6.6％となっている。このほか、1996年からは社会

保障の累積赤字（特に疾病保険（医療）部門）返済を目

的として、当初13年間限定であったが現在では無期限

となった社会保障負債返済拠出金（CRDS）の0.5％が

加わった。これらの拠出金は、免税対象者（最低賃金

（SMIC）の1.3倍までの所得の者）及び年金生活者にも

課税されるのが特徴である。

一般制度（民間被用者を対象） 特別制度（公務員等を対象） 非被用者制度（自営業者等を対象） 農業制度 任意的制度

給
付
事
務
運
営
・
担
当
機
関

保険料徴収
機関

社会保障機関中央資金管理
事務所（ACOSS）

各給付機関が徴収

家族手当 全国家族手当金庫（CNAF） 全国家族手当金庫（CNAF）ま
たは使用者（ex.国）

全国家族手当金庫（CNAF） 農業社会共済（MSA）

障害者手当
在宅手当

疾病保険
全国被用者疾病保険金庫
（CNAMTS）

船員、パリ市交通公社等職域
ごとの機関（国家・地方公務員
などは一般制度の適用を受け
る）

疾病・出産： 非被用者疾病保険
全国金庫
（CANAM）

障害： 全国商工業自治機構
（ORGANIC）
全国手工業者老齢保険
補償自治金庫
（CANCAVA）
全国自由業者老齢保険
金庫（CNAVPL）
弁護士全国金庫
（CNBF）

農業社会共済（MSA）
（または農業経営者のための
共済組合あるいは保険会社）

共済組合
互助金庫
保険会社

個人保険

疾病
出産
障害、死亡
労働災害
職業病

老齢保険
全国老齢保険金庫（CNAV）
補足年金制度連合（ARRCO）

国家・地方公務員、船員、国鉄、
パリ市交通公社などの職域特
別制度運営機関

全国商工業自治機構
（ORGANIC）
全国手工業者老齢保険補償自
治金庫（CANCAVA）
全国自由業者老齢保険金庫
（CNAVPL）
弁護士全国金庫（CNBF）

農業社会共済（MSA） 各企業

基礎年金

補足年金
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保険等種類 使用者負担 被用者負担 拠出算定基準

疾病保険
（疾病、出産、障害、
死亡、連帯）

13.1% 0.75% 給与全額

家族手当 5.4% なし 給与全額

労災保険 事業所毎変動率 なし 給与全額

老齢保険
（年金基礎制度） 8.3% 6.65%

上限報酬限度年額3万
1,068ユーロまでの報酬
を対象所得とする

1.6% 0.1％
（遺族手当充当分）

給与全額

住宅支援基金
（FNAL: Fonds 
national d’aide 
an logement）へ
の拠出

0.4% なし
従業員20名以上の企業
について、給与全額を対
象所得とする

0.1% なし

全企業について、上限報
酬限度年額3万1,068
ユーロまでの報酬を対
象所得とする

介護手当
（介護手当負担金
（CSA））

0.3%
なし（ただし無
報酬で１就労
日を就労）

給与全額

資料出所 社会保障・家族手当掛金回収連合（URSSAF）ホームページ
 http://www.urssaf . f r/prof i l/employeurs/chef 

dentreprise, activite generale/vos salaries - vos 
cotisations/taux et montants 01.html#OG2176、

 全国老齢保険金庫（CNAV）ホームページ
 http://www.legislation.cnav.fr/doc communs/listes 

baremes/cotisation/BNL-TAUX COTISATIONS06.htm
　　　　　（注1）　2006年1月1日現在
　　　　　（注2）　上限報酬限度月額は2,589（＝年額÷12）ユーロ

2 社会保険制度等  
(1) 制度の概要

フランスでは、国の社会保険制度整備以前から存在

してきた職域ごとの相互扶助組合や社会事業等を、国

の社会保障に組み込む形で制度が形成されてきた。そ

うした経緯もあり、老齢保険（年金）と疾病保険（医療）

がそれぞれ別々の制度であるというだけでなく、年金、

医療ともに種々の制度が分立し、金庫（caisse）と呼ば

れる管理運営機構が運営を行っている。ただし、国民

の大多数はいずれかの老齢保険制度及び疾病保険制

度によってカバーされている。

なお、介護保険制度はないが、これに相当するもの

として高齢者自助手当（APA）（5（2）c参照）がある。

(2) 老齢保険（年金）制度

ａ制度の類型

フランスの年金制度は、法定基礎制度として一階建

てで強制加入の職域年金が多数分立している。ただし

無業者は任意加入となっているので国民皆年金とは

なっていない。

各職域年金の管理運営機構として金庫（caisse）が

設置され、利害関係者から構成される理事会がその運

営に当たっている。法定基礎制度として最も代表的な

制度が「一般制度」であり、その管理運営機構が全国

老齢保険金庫（CNAV）である。法定基礎制度は我が国

の厚生年金に相当し、すべて社会保険方式である。

また、法定基礎制度の支給水準の低さを補うために

補足年金制度がある。元来は労働協約に基づく私的な

制度であったが、現在では強制適用されて、これも我

が国の厚生年金制度に相当する重要な役割を果たし

ている。

ｂ一般制度の概要

財源は、労使拠出の保険料で、報酬全体を対象に使

用者が1.6％、被用者が遺族手当充当分として0.1％の

保険料率を負担し、さらに、報酬限度額までを対象に

使用者が8.3％、被用者が6.65％を負担する（2006年

1月1日現在）。

支給開始年齢は、かつて65歳だったが、1983年に

60歳に引き下げられた。満額年金を受給するためには、

拠出期間が160四半期に達しているという条件を満た

している必要がある。したがって、この条件を満たすた

めに60歳時点で年金の受給を開始しない場合も多い。

給付内容は、満額年金であれば、従前賃金のうち最

も高い23年間（2006年現在。2008年までに25年に引

上げ）の平均賃金の50％となっている。補足年金を受

給する者も多く、両者を加えると従前賃金の5～8割の

水準になる。

ｃ補足年金制度

フランスにはこのほか、労働協約に基づいて管理職

員と一般労働者で異なる2つの補足年金制度がある。

一般労働者向けの制度は1998年までは46の制度が

分立していたが、1999年から1つの制度に統合された。

労働協約の拡張制度（労働協約の当事者たる使用者

と労働組合（及びその組合員）以外にも労働協約で定

めたことを広く一般に適用する制度）により農業者等に

も広く強制適用されている。この2つの補足年金制度

の管理運営機構として、補足年金制度連合（ARRCO）

及び管理職年金制度総連合（AGIRC）が設立されてい
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る。

(3) 疾病（医療）保険制度等

フランスの疾病（医療）保険制度は、法定制度として

職域ごとに強制加入の多数の制度があり、各職域保険

の管理運営機構として金庫（caisse）が設置されている。

具体的には、被用者制度（一般制度、特別制度（パリ市

交通公社、船員、軍人等））、非被用者制度（自営業者、

聖職者）等のさまざまな制度があるが、このうち一般制

度に国民の80％が加入している。これら強制適用の各

制度の対象とならないフランスに常住するフランス人及

び外国人は、2000年1月1日から実施された普遍的医

療カバレッジ（給付）制度（CMU: couverture maladie 

universelle）の対象となる。現在、国民の99％が保険

でカバーされている。このほか任意加入の制度として、

共済組合や相互扶助組合等の補足制度がある。一方、

フランスには、我が国の国民健康保険のような地域保

険がないため、退職後も就労時に加入していた職域保

険に加入し続けることになる。

一般制度については、全国被用者疾病保険金庫

（CNAMTS）が管理運営を行っている。

財源の多くは労使拠出の保険料で、報酬全体を対

象に被用者が0.75％、使用者が13.1％の保険料率を

負担する。このほか、被用者負担の一般社会拠出金

（CSG）、国庫補助、目的税（タバコ、酒等）の税収等の財

源も重要となっている。

給付内容については、償還払いが基本であるが、入

院等の場合には直接医療機関に支払われる。償還率

は医療行為により異なるが、外来の場合は70％（通常

の医薬品は65％）が原則である。ただし、多くの場合、

差額（自己負担分）は共済組合や相互扶助組合等によ

りカバーされており、これらによってカバーされない部

分が最終的な自己負担になる。なお、2005年1月から、

費用に関する患者の意識を喚起するため、診療ごとに

1ユーロを自己負担することとされている。

3 公衆衛生施策  
(1) 保健医療行政機関

保健医療行政は中央集権的な仕組みで、中央の責

任官庁である保健連帯省が出先機関として、各州

（Region：全国に22州（海外領土は除く））に州保健福

祉局（DRASS）、各県（Departement：全国に95県（海外

領土は除く））に県保健福祉局（DDASS）を設置してい

る。

(2) 医療施設

医療施設としては、公立病院（主に県立、市町村立。

国立は僅少）、民間非営利病院（社団、財団、宗教法人）、

民間営利病院（個人、会社組織）、診療所（個人）がある。

公的病院活動（注1）に参加し、公的病院と同様の役割を

果たす民間非営利病院については、医療費の支払い、

施設整備の補助金等の取扱いについても公的病院と

同様の取扱いとなる。病院の施設数･病床数について

は、2003年において、公立病院が997施設、29万

9,102床、公的病院活動に参加する非営利病院が564

施設、5万1,559床、公的病院活動に参加しない非営

利病院が279施設、1万4,728床、営利病院が1,094施

設、9万1,682床となっている。

(3) 医療従事者

医師については国家試験がなく、大学卒業資格であ

る医学国家博士号の取得により医師の資格を得る。現

役の医師の数は開業医12万584人，勤務医8万2，

903人の合計20万3,487人（2004年）であり、人口当

たり医師数は過去最高の水準となっているが、将来的

には医師不足が見込まれ、近年は医学生数の枠を増

加させる措置を講じている。また、人口当たり医師数に

は地域格差が大きいという問題もある。医師の職業団

体としては、全員強制加入の医師会と、職種又は政治

的主張ごとに組織される医師組合があり、代表的な医

師組合としてはフランス医師組合連合会（CSMF）とフ

ランス医師連盟（FMF）がある。

4 公的扶助制度  
(1) 制度の類型

フランスでは、数多くの困窮者救済策が国民連帯の

思想に基づき発展してきた（表2-100）。このうち、重要

なものとしては最低社会復帰扶助（RMI）、高齢者連帯

基金（FSV）及び成人障害者手当（AHH）などがあり、い

ずれも財源は国庫負担である。なお、社会扶助の原則
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として、受給者の死後相続額が一定額を超える場合に

は、給付の回収が行われる。

（人）
2003年 2004年 増減（％）

社会復帰手当 AI 47,200 47,200 0

寡婦手当 12,200 11,300 -7.4
障害者補足手当 111,200 111,500 0.3
片親手当 API 170,052 175,648 3.3
成人障害者手当 AAH 741,211 760,100 2.5
高齢者連帯基金 FSV 557,624 547,517 -1.8
最低社会復帰扶助 RMI 998,645 1,083,880 8.5
連帯失業手当ASS 349,200 344,100 -1.5
年金相当給付AER* 27,100 32,700 20.7
海外県・海外領土受給者 309,521 321,662 3.9
合計 3,303,945 3,435,607 3.4
*2002年度創設

(2) 最低社会復帰扶助（RMI）（詳細は特集第5章フラン

ス　3（3）d P95参照）

最低社会復帰扶助は1988年に創設された。2003

年1月の地方分権法により管理運営は県に移行したが、

給付は家族手当金庫（CAF）及び農業社会共済（MSA）

が引き続き行っている。対象者は25歳以上65歳未満

のフランス常住者で、生活に困窮し、失業している場合

は就業努力を行っている者である。支給額は2006年1

月1日現在、単身者433.06ユーロ/月、夫婦649.59

ユーロ/月で、子ども等扶養家族がある場合は人数に

応じて割増がつく。なお、収入がある場合にはそれに

応じて減額される。給付期間は原則1年以内とされて

いるが更新可能であり、受給者は増加傾向にある。

(3) 活動最低扶助（RMA：Revenu Mimimum 

d'Activite）

低額の所得よりも最低社会復帰扶助（RMI）の受給

を選択する者が多いことを踏まえ、2003年に創設され

たもので，週20時間18か月を期限（1回更新可能）とす

る臨時労働契約により行われ、最低社会復帰扶助との

重複受給が可能である。本制度は、2005年1月の社会

統合法により改正され、重複受給が可能となる対象は

連帯失業手当（ASS）、成人障害者手当（AAH）、片親手

当（API）の各受給者にも拡大された。同時に、非営利

活動を対象とした雇用支援契約（CAE）（CAEの概要は

厚生労働省大臣官房国際課『2004～2005年海外情

勢報告』P.101～102参照）と未来契約（contrat d’

avenir）（注2）、営利活動を対象とした活動最低扶助付き

社会復帰契約（CI-RMA : contrat d’ insertion-RMA）（注3）

及び雇用主導契約（CIE）（CIEの概要は特集第5章フラ

ンス　6（2）a P103～105参照）という4種類の援助

付き労働契約が発足している。

また2004年度からはRMIの運営は県に移譲されて

おり、それとともに上記の労働契約も県が運営すること

になった。CI-RMAと同様、それぞれの契約趣旨は最低

保障手当と給与の重複受給を可能にするものである。

2006年3月現在、未来契約の受給者は約24,000人、

CI-RMAの受給者は約5,400人である（出典：雇用社会

団結住宅省調査研究統計局（DARES）発表）。

(4) 高齢者連帯手当（ASPA: allocation de 

solidarité aux personnes âgées）

非拠出制の老齢給付（一般制度）の基礎手当（どの

老齢保険制度にも加入していない人を対象とする非

拠出制年金）には、老齢被用者手当（AVTS: allocation 

aux vieux travailleurs salariés ）、配偶者と離別した多

子母親老齢手当（AMF: allocation aux mères de 

famille）、老齢被用者配偶者終身手当（secours 

viager）、老齢最低保障手当（minimum vieillesse）、老

齢特別手当（ASV: allocation spéciale de vieillesse）が

あったが、2006年1月以降、高齢者連帯手当（ASPA: 

allocation de solidarité aux personnes âgées）に一本

化された（2004年6月24日付オルドナンス）。

ASPAの支給額は世帯構成人数、所得により変動す

る。新制度の実質的な運用は2006年7月から（以前か

らの受給者は旧制度の手当を継続）。なお、補足手当と

し て は 国 民 連 帯 基 金 補 足 手 当（allocation 

supplémentaire du Fonds de solidarité vieillesse）が

ある（以上、特集第5章フランス　章末注17より）。

(5) 年金相当給付（AER：Allocation équivalent 

retraite）（詳細は特集第5章フランス　3（3）c P94参照）

60歳未満で、160四半期の満額年金受給のための

拠出期間を拠出し終えた失業者については、年金受給
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開始年齢（60歳）までの間、年金相当給付（AER）を受

給することができる（2002年創設、資力調査あり）。受

給額は年金額と同等とされる。

5 社会福祉施策  
(1) 社会福祉施策全般

社会福祉施策は、フランスでは社会扶助制度の枠

組みで行われ、各県において、県議会議長の指揮下に

ある県社会活動局と、国の出先機関である県保健福祉

局（DDASS）が相互に連携を取りつつ施策を実施して

いる。主に、租税を財源としており、給付については原

則として所得制限がある。

(2) 高齢者保健福祉施策

ａ在宅サービス

在宅サービスとして、地域社会福祉センター（CCAS）

を経由したホームヘルプサービス等が行われている。

財源は、社会保険の金庫、 利用者負担等さまざまであ

る。具体的には、余暇クラブの設立、高齢者レストラン

の設置、在宅介護サービスの提供等が行われている。

近年は在宅介護の充実が課題となっており、各年金金

庫、県及び市町村では、後述の高齢者自助手当（APA）

の対象とならない高齢者を対象に、家事援助サービス

を中心として、食事宅配サービスやデイケアセンター、

リハビリ老人クラブ、高齢者移送サービス等のサービ

スを行っている。

ｂ施設サービス

施設サービスとしては、老人ホーム（Maison de 

retraite：2003年12月31日現在で43万6,300床）、集

合住宅（logement-foyer：2003年12月31日現在で15

万2,900床）及び長期医療ケア病床（Service de soins 

de longue duree：2003年12月31日現在で7万9,300

床）の整備が図られている。近年は、施設に併設される、

認知症老人のためのグループホーム（Cantou）が増加

してきている。

ｃ高齢者自助手当（APA）

高齢者介護のための制度である高齢者自助手当

（APA：Allocation personnalisee d'autonomie）は、

1997年に創設された介護給付（PSD：Prestation 

Specifi que Dependance）を、2002年に改正したもの

である。

適用対象は、60歳以上のフランス人及びフランスに

合法的に長期在住する外国人で、日常活動に支障の

ある者である。

財源は、介護手当負担金（CSA：contribution 

solidarité autonomie）、国庫負担金（一般社会拠出金

（CSG））、高齢者連帯基金（FSV）（以上3つは国の補助

金。2006年度の国からの補助金額は13億9千9百万

ユーロ）及び県の負担金である。なお、介護手当負担金

（CSA）は、2004年7月に導入されたもので、使用者が

支払賃金の0.3％を負担する。これは1就労日（7時間）

に相当し、労働者は代替として「国民連帯の日」（注4）に

無報酬で就労する。

制度の運営は全国自立連帯基金（CNSA：Caisse 

nationale de solidarité pour l’ autonomie ）が行って

いる（2004年7月1日設立）。

要介護度認定は、①在宅サービスの場合、医師と

ソーシャル･ワーカーからなるチームが申請者の家庭

を訪問し、申請者及びその家族の話合いにより援助プ

ランを作成しつつ、申請者の介護ニーズを把握し、6段

階からなる要介護状態区分（第1段階が最重度、給付

は第1段階～第4段階のみ）への認定について、県の専

門医を含む社会医療チームからの報告に基づき、県

議会議長を長とする委員会が審査･提案し、県議会議

長が決定する。②施設サービスにおいては、介護ニー

ズの把握は、医師の責任において施設によって行われ

る。

給付内容は、①在宅サービスの場合はサービス経費

から利用者負担額を差し引いたものとなり、給付の対

象となるサービス経費の上限額は、最重度の第1段階

が月1,168.76ユーロ、第2段階が1001.80ユーロなど

となっている。②施設サービスの場合は、サービス経費

は要介護度ごとに設定されており、また利用者負担額

は所得や要介護度によらない定額部分と所得及び要

介護度に応じた定額によって構成される。

給付の対象となる在宅サービスは、家事援助、食事

の介助、夜間の見回りサービス等である。施設サービ
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スについては、医療経費及び宿泊滞在経費を除いた

介護経費のみが給付の対象となる。

なお、個々の申請者のニーズに応じて、家事援助、食

事の介助、夜間の見回りサービス、介護用具購入費、住

宅改修経費など、幅広いサービスが給付の対象となる。

介護サービスは原則として認可を受けた事業者又は

ホームヘルパーから受ける必要があり、無認可のホー

ムヘルパーを雇う場合は利用者負担が1割加算される。

配偶者や同居家族等によるサービスは給付対象とな

らない。給付は毎月行われるのが原則である。高額な

介護器具を購入する場合や住宅改築を行う場合は、

介護ニーズを把握するチームの報告に基づき、複数月

分の給付の一括給付も可能である。ただし1年につき4

か月分が限度である。

ｄ在宅介護近代化基金

2002年、高齢者自助手当制度の導入により増大が

見込まれるホームヘルパーの需要に対応するため、在

宅介護近代化基金が創設され、ホームヘルパーをより

魅力ある資格とするための資格制度の改革や研修養

成の強化が図られることとなった。その財源は在宅介

護近代化基金からまかなわれる。

ｅ介護休暇制度

2006年7月3日の 全 国 家 族 会 議（Conference 

nationale de la Famille）において、ドビルパン首相は

家族介護休暇制度を導入する方針を打ち出した。この

措置は2007年度の社会保障予算法案に盛り込まれ、

2007年1月1日から施行された。これにより、高齢の家

族を介護するために休暇を取得するあるいは労働時

間を短縮することが認められるようになる。

休暇取得の条件は勤続年数1年以上の者とされ、休

暇の期間は3か月であるが最長で合計1年まで延長す

ることができる。使用者は同休暇の申請を拒否するこ

とができず、復職後は従前と同一ポストあるいは同等

とみなされるポストが保障される。なお、使用者に休暇

中の給与支払い義務はなく、同休暇に関連する手当も

ない。ただし、休暇中の年金積み立てや疾病保険料納

付は国により肩代わりされ、その連続性が確保される。

(3) 障害者福祉施策

障害者福祉施策の実施主体は、国、県、社会保障金

庫等である。サービスの内容としては、①施設入所福

祉サービスとして、児童向けに知的障害児施設、運動

障害児施設、重度障害児施設、再教育施設などがあり、

成人障害者向けに障害者居住施設、障害者生活寮、重

度障害者成人寮などがある。②在宅サービスとして、

障害児教育のための地域支援センターの設置、各県

の進路･職業委員会による職業指導等が行われている。

全体としてなるべく普通の生活をすることが推奨され

ており、施設に対する需要は軽度障害者に対するもの

が減少し、重度障害者に対するものが増加している。

(4) 児童健全育成施策

ａ出産時の手当

出産休暇を取得する女性に、疾病保険から休暇前

日給（税・社会保険料込み賃金）の80％（出産休暇手

当）が支給される。

ｂ児童に関する手当

児童関係の給付としては、家族給付がある。家族給

付は、大きく分けると、社会保険制度の一つとしての家

族･出産保険（全国家族手当金庫（CNAF）の所轄）と同

保険に加入していない者又は適用されない貧困者を

対象とする社会扶助制度とがある。

我が国の児童手当に類似する給付として、家族手当

が2児目からの児童に給付される。所得要件はなく、月

額で2児の場合117.14ユーロ、3児の場合267.21ユー

ロが20歳になるまで支給される。また11歳～16歳ま

での児童には割増として32.95ユーロが加算され、16

歳～20歳までの割増は58.57ユーロである。

このほか、2003年月の家族問題全国会議において

乳幼児迎え入れ手当（PAJE：Prestation d'Accueil du 

Jeune Enfant）の導入が公表され、2004年1月1日以

降に出生した子どもから適用されている。PAJEは出産

先行手当、基礎手当、補助手当（保育費用補助又は賃

金補助のいずれかを保育方法により決定）から成る。

出産先行手当及び基礎手当は支給対象に所得上限が

設けられているが、補助手当には所得上限はない。補

助手当のうち保育費用補助は認定保育ママ等に子ど
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もを預けて働く親に支給され、賃金補助は自らの労働

時間を削減して育児をする親に支給される（5（4）c参

照）。

ｃ育児休暇制度

3歳未満の子どもを持つ親が取得できる。1～3年間

休職するか、パートタイム労働に移行できる。休暇中

は第1子が生まれた場合には最長6か月、子どもが2人

以上いる場合には対象となる子どもが3歳になる前の

月まで（乳幼児迎え入れ手当の補助手当のうち）賃金

補助が支給される。

2005年9月22日の全国家族会議（Conference 

nationale de la Famille）において、ドビルパン首相は

育児休暇制度を改正する方針を打ち出した。これによ

り、第3子に係る育児休暇について、期間を1年に短縮

する代わりに、（乳幼児迎え入れ手当の補助手当のう

ち）賃金補助を月額524ユーロから750ユーロに引き

上げる選択肢が設けられることとなった（2006年7月1

日以降に出生（又は養子縁組）した第3子から実施）。

ｄ児童健全育成施策

保育サービスには大きく分けて、託児所によるもの

と、個人によるものとがある。

託児所は主に3歳未満の子どもを預かる施設で、集

団託児所、ファミリー託児所、親が組織するペアレント

保育所などさまざまな形態が認められている。利用者

負担は、所得や扶養家族数によって異なる。

認定保育ママは、家族･社会扶助法典に基づき、職

業教育の後、県の管轄下の母子保護センターが認定

する。個人としての認定保育ママによるサービスにつ

いては、料金や時間帯について利用者と認定保育ママ

との間で自由に取り決めを行うことができる。乳児迎え

入れ手当（PAJE）の補助手当のなかの保育費用補助と

して、認定保育ママ等を雇用して6歳未満の子どもを1

人以上預けながら働いている親に手当が支給される。

6 近年の動き･課題･今後の展望等  
(1) 年金関係

年金制度については、ベビーブーム世代が60歳に

到達する2005年頃から年金受給者の急増が見込まれ

ており、将来における保険料や給付の水準、支給開始

年齢、早期引退を促進する各種施策の見直し等の議

論が不可避な状況となっていた。これまで民間年金制

度に比べて優遇されてきた公務員年金制度を改革し

なければ、今後20年以内に制度が破綻するとの危機

感があり、政府は2003年初頭より年金改革に本格的

に着手した。2003年7月、①公務員の満額年金受給資

格取得のための保険料拠出期間を37.5年から2008

年までに民間と同じ40年に延長する、②満期加入の低

所得者に対する年金給付の最低保障額を最低賃金

（SMIC）の85％とする、③14～16歳から就労を開始した

者は、満期加入であれば、60歳前の年金の繰上げ受給

を認める、等を主な内容とする年金改革法が成立した。

なお、日仏間の就労者の移動を促進するため、保険

料の二重払いを避ける日仏社会保障協定の締結に向

けた交渉が続けられてきたところであり、2005年2月

に両国間にて署名された。

(2) 疾病保険（医療）関係

疾病保険（医療）については、2004年の疾病保険

（医療）改革法の実施による歳出削減が効果を上げ始

めている。同改革が行われなかった場合には、2005年

の一般制度（民間の被用者等が加入）の医療部門にお

ける赤字額は160億ユーロにのぼると推定されていた

が、実際には改革により80億ユーロと半減している。

2004年の同赤字額が116億ユーロであったのと比較

しても効果が確認できる。さらに、2006年には赤字額

が60億ユーロまで減少する見通しとなっている。また、

2007年もこの傾向が継続し、赤字額は39億ユーロと

見込まれている（2007年社会保障予算法）。

なお、2004年疾病保険（医療）改革法による措置と

して具体的には、①新たな医療カードの配布など医療

の個人ファイル化の徹底、②主治医指定制度の導入と

主治医以外の診察を直接受けた場合の自己負担額の

引上げ、③全国被用者疾病保険金庫（CNAMTS）、農業

社会共済（MSA）等を統括する全国疾病保険連合の創

設及び医療の質を向上させるための独立機関である

保健高等委員会の創設、④退職者等に対する一般社

会拠出金（CSG）の引上げ（年金所得の場合6.2％→

6.6％）、⑤診察ごとの1ユーロの自己負担の導入（疾
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病保険によっても償還されない）、などが行われている。

2006年6月に発表された社会保障会計委員会の報

告書によると、16歳以上の疾病保険被保険者の77％

が主治医指定を登録し、その99.6％は一般医であった。

また医薬品の消費に関してもジェネリック薬処方の増

加、抗菌薬処方の減少など、2004年の改正は緩やか

ではあるが実施されており、その効果も除々に現れつ

つある。2004年～2005年は疾病保険支出国家目標

（ONDAM:Objectif national de depenses d’assurance 

maladie）（注5）をほぼ達成することができ、医療費赤字

の増加に歯止めがかかった。しかしながら依然として

赤字を計上していることに変わりなく2006年度の景

気回復と失業率低下による赤字財政脱出に期待がか

かっている。

患者の権利及び医療の質に関しては、公衆衛生法

典の一部改正法が成立し、遺伝子情報を理由とする差

別からの保護、患者の自らの医療情報へのアクセスの

権利、医師のミスによらない医療事故等に対する補償

制度等に関する規定が盛り込まれている。

(3) 高齢者保健福祉施策関係

2006年3月末時点での高齢者自助手当（APA）の受

給者総数は94万8,000人で、59％が在宅、41％が施

設入所者となっている。施設入所者は要介護度が高く

その3分の2は要介護度1（最も高い）～3であるのに反

し、在宅では要介護度1～3は半数以下である。在宅に

おいては平均給付月額が約479ユーロであるのに対

し、施設においては平均給付月額が約405ユーロと

なっている。

申請者数、受給者数が当初の予想を遥かに超えたこ

とから、財政不足は深刻であった。さらに、財政難に加

え、2003年夏には猛暑により高齢者を中心に1万

5,000人が死亡するという事態が発生した中で、社会

保障の4つ目の柱に介護を含め、そのための連帯金庫

である全国自立連帯金庫（CNSA）を創設、「国民連帯

の日」を新たに定め、2008年までに90億ユーロの追

加財源を措置することとなった（5（2）c参照）。

(注 1)  「公的病院活動」とは（通常の病院活動に加え）以下の
活動に協力することをいう（公衆保健法（Code de la Sante 
Publique）L6112-1条）。

① 大学と大学卒業後の医学・歯学・薬学系の教育・研究
② 医師の社会人教育
③ 医学・歯学・薬学研究
④ 助産婦、医療補助スタッフの養成、社会人教育、また、こうし
た医療補助分野の研究

⑤ 予防医学と保健教育に関する活動とそのコーディネート
⑥ 医師と他の医療スタッフが共同でおこなう救急医療活動
⑦ 社会復帰を支援する団体や関係機関と協力して行う社会
的排除との戦い

(注 2)  未来契約（contrat d’avenir）：公的機関（地方自治体、公
的施設、非営利法人等）が生活保護受給者（最低社会復帰
補助（RMI）、特別連帯手当（ASS）、片親手当（API）、成人障
害者手当（AAH）の受給者）をパートタイム（週26時間労働、
職場により20～26時間）で雇用し、同時に職業訓練を行う
雇用助成制度。24か月の有期雇用契約で更新が可能（通
算で36か月以内（＝3年）とされるが、50歳以上の被用者と
障害者に対しては5年を上限とする。また1か月の試用期間
を設けることも可能）。身分は賃金労働者で、SMIC（法定最
低賃金）の給与が支払われる。

(注 3)  活動最低扶助付き社会復帰契約（CI-RMA : contrat d’
insertion-RMA）：企業が生活保護受給者（RMI, ASS, API, 
AAH受給者）をフルタイムか週20時間以上のパートタイム
で雇用する雇用助成制度。無期雇用契約あるいは6か月以
上の有期雇用契約（臨時雇用契約も可能）で、更新が可能
（通算で18か月以内）。

(注 4)  初の「国民連帯の日」とされた2005年5月16日（精霊降
臨祭の月曜日）は、左翼や労働組合のスト・反対行動により、
実際には期待した効果が上げられなかった。
2006年の「国民連帯の日」（6月5日）の就労状況につい

ては、『パリジャン』紙に掲載されたオピニオンウェイの調査
によれば、フランス人の60%が実際は就労しなかった（管理
職は49%が就労しなかった）。その理由について、56%の人
が会社や管理部門の休業のため、15%の人が休暇取得の
ため、18%の人が代休（超過勤務に対する代休：jour de 
RTT）取得のためと説明している。
労働組合側は、賃金労働者が負担をする一方で自由業
者や自営業者は負担をせず、また資本や財産利潤からも徴
収しない「国民連帯の日」に反対を表明。
ドビルパン首相は、「介護が必要な人のための連帯の日
は生活習慣の一部における大変革」であり「この日の利益
は計り知れない」としながらも、そのシステムについては
「確かに改善すべき問題点と不条理な点」を有することを
認めており、今後のあり方が再検討されている。

(注 5)  医療費の抑制を図るため、1996年の制度改正により、社
会保障の収入と支出の均衡を盛り込んだ社会保障予算法
が国の予算と同様、国会の議決対象となり、その中で疾病
保険支出国家目標（ONDAM）として疾病保険支出の全国
目標額が設定されるようになった（厚生労働省大臣官房国
際課『2001 ～ 2002年海外情勢報告』P.193）。


